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三田社会学 第3号(1998)

書 評:富 永健一著『 経済 と組織の社会学理論』東京大学出版会、1997年

織 田 輝 哉

 本書は、経済社会学 ・組織理論 ・社会 システム理論 という、筆者が追求 してきたテーマ

を、 「社会的交換」 というコンセプ トの下に統一的 に論 じようとする、野心的な作品であ

る。筆者 は、構…造 一機能主義社会 システム理論の代表的論者の一人であるが、一一方経済社

会学会の重鎮で もあり、経済現象の社会学的分析というテーマについて も長年研究 を続 け

られてきた。本書 においては、経済の社会学的分析の方法 として、社会学で近年急速に興

隆 しっっある合理的選択理論に着 目し、特に、その社会学における先駆けともいうべき、

社会的交換理論を用 いて、組織や市場な どの経済現象の分析を行っている。

 経済的交換は貨幣を媒介 にして行われる交換だが、社会的交換 はよ り一般に、お互いの

行為が満足の源泉になっているような相互行為を自由意志に基づ いて行 うことである。本

書の基本的なアイデアは、経済現象についても、単なる経済的交換 としてではな く、社会

的交換 としてとらえることができ、そ こに経済社会学の意義がある、ということである。

っま り、市場や組織にお いては、利己的な個 人による貨幣に媒介 された一回限 りの交換関

係だけではな く、相互に好意を持ち、長期的な視野 に立 った貨幣に媒介されない交換関係

が重要な役割 を果た して いる、 とい うことであ り、 「社会に埋め込まれた経済」 という経

済人類学 ・経済社会学の基本的テーゼ に沿って議論が展開されてい く。

 それでは、本書の全体的構成を概観してお こう。第1章 「合理的選択としての意思決定」

では、行為論的な視点か ら経済的行為 と社会的行為、および経済的交換 と社会的交換の違

いが明 らかにされる。経済的行為は、他我の存在 を前提とす る限 りでは社会的行為であ り、

また経済的交換 も、貨幣 に媒介される特殊な形態の社会的交換である。経済的交換 も社会

的交換 も、交換を通 じて相互満足、さらにはパレー ト最適が達成されるという点では共通

するが、社会的交換は、交換の対象が特定化されず、時間的に持続的な義務を伴 うという

点で相違する。 このよ うな社会的交換 という見方は、経済学の個 人主義 ・合理主義仮定を

修正 し、規範の生成のよ うな ミクローマ クロ問題の分析への道を開 くものである。

 第2章 「社会的行為としての経済的行為」では、経済社会学的視点 ・社会 システム論的

視点か ら、第1章 に引き続き、経済 と社会の関係が論 じられる。 ここでも、経済的行為は

社会的行為 に含 まれることが再論され、相互行為が社会的交換 として捉え られ ことが説明

される。社会システム論の視点か らは、パー ソンズ ・ルーマンが経済システムを社会 シス

テムのサブシステムとする広義の社会システムを考えるのに対 し、著者は、経済 システム

とは区別される狭義の社会 システムを提唱する。すなわち、経済システムは同時 に社会シ

ステムであって、上下関係 にあるのではない、 というものである。
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 第3章 「組織の経済社会学的分析」では、 ここまで述べ られてきた経済 と社会の関係、

社会的交換理論が、組織の分析に適用され る。ここでは、ウェーバーの官僚制論、バーナー

ドの組織理論、サイモンの限定合理性、インフォーマルグループ研究、パー ソンズの組織

論 、構造 論的組織論、ブラウの官僚制組織研究、コンティンジェ ンシー理論等々が批判的

に検討される。著者 は、これ らの研究をふまえた上で、ミクロレベル とマクロレベルの分

析の結合の必要性を説く。つまり、組織 内部での個人の行為や満足と、組織 レベルのパ フォー

マンス ・構造特性 との関連性である。 ここで、 この ミクローマクロをつなげるのが、社会

的交換理論である。すなわち、個人が自己の統制権の一部を組織に委譲する ことによって

経済的 ・社会的満足を得るという意味で、組織は社会的交換によって成 り立っているので

ある。さらに、内部労働市場論や内部組織論、取 引コス トの理論等を取 り上げ、市場 と組

織は別 々ではなく相互移行的であり、社会的交換 として分析できることが主張される。

 最後の第4章 「組織理論 ・社会システム理論 ・社会的交換理論」は、この3つ の理論を

使って、経済(市 場 と組織 を含む)を 社会学的に統合的に分析する方法を論 じている。 ま

ず、組織理論 と社会システム理論の関係では、社会システム理論 として、ルーマ ンの理論

の組織分析への適用可能性が論 じられる。次 に、組織理論と社会的交換理論の関係 につい

ては、 ミクロな視点 としての社会的交換理論 を組織理論の中に取 り込む必要性があること

が主張される。さらに、社会システム理論 と社会的交換理論の関係にっいては、市場的交

換の中にも社会的交換の要素が含まれていること、よって市場を社会 システムとして とら

える可能性があることが指摘される。 このような組織理論 ・社会 システム理論 ・社会的交

換理論による総合的分析が必要であることをふ まえて、中範囲理論 としての組織変動理論

が提示される。すなわち、組織 は環境変化に対応 して、機能的要件充足を目指 して、個 人

の自省的思考 に基づき自己組織的に変動 していくのである。 さらに、 日本的経営 にもこの

総合的分析が適用 され る。終身雇用 一年功序列 一企業内組合 を特徴 とする 日本的経営 も、

社会的交換 という普遍理論によって説明する ことが可能だ と著者 はいう。すなわち、企業

内の社会関係 も、系列取引な どの日本的取引慣行 も共に社会的交換 と見ることができ、 日

本的な企業内 ・企業間関係が社会的交換 という形で一般的に説明できることになる。

 以上見てきたように、本書は、経済社会学 ・組織理論 ・社会システム理論 ・社会的交換

理論についての広範な知見 に基づ いて、そ こに著者独自の視点か らの総合 を試みる、壮大

な構想のもとに著 された ものである。評者の研究テーマの一つは合理的選択理論であるが、

日頃比較的狭い範囲の研究 に携わる立場か らは、 「合理的選択」、 「経済と社会」等々が、

社会科学全体の見取 り図の中でどのような位置 にあ り、社会学的 にどのように取 り組んで

いけばいいのかということを再考、再認識するよい視点 を与え られた。

 特 に、 「組織」についての分析である第3章 は圧巻である。既存の組織研究の問題点を

指摘 した上で、第1・2章 で示された社会的交換理論 と社会 システム理論を用いた経済社

会学的アプローチで分析す る有用性 を説 くところは、たいへん説得的である。その意味で、
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本書は、組織 ・市場 ・企業 ・経営等の経済現象 を社会学的に分析する ことを目指す研究者

にとっては必読の書といえるだろう。ただし、い くつかの問題点 も指摘 しておきたい。

 一っは、 「経済」 と 「社会」の関係性である。著者は、経済的行為はそれが相互行為で

ある限 り社会的行為であり、経済システムは社会 システムに包含 されるという(第1章 図

1-2)。 また、経済的交換 も社会的交換の一部であるとす る。だが一方で、社会的交換

を経済的交換か ら区別 し、強制力のない、特定化 されな い、時間的に持続するものとして

特徴づけている部分や、第2章 で経済システムは社会システムのサブシステムではない、

という部分があ り、やや混乱を招きがちである。文脈の上か らは、了解 可能であるが、基

礎的な概念定義の部分で もあり、よ り明確な区別が必要ではないか。

 二っ目は、社会的交換理論の適用範囲である。本書の中で挙 げられている、新入社員 と

古参社員の関係のように、社会的交換として見な しうる関係 は組織の中に遍在する。また、

自己統制権の一部 と経済的 ・社会的利益を交換することが組織を形成す る上で重要なこと

も間違いな い。だが、一旦組織に入った個人は、権限 と命令の体 系に組み込 まれ、組織 目

標のために働 くことになる。そ こでの、個人間の相互行為は、 自由意志 による交換 という

よりは、命令による協働 と見 るのが自然ではないか。また、プリンシパルーエー ジェン ト

関係 は、法的契約としては、自己統制権 と賃金の交換であるが、問題 は、エージェントが

プリンシパルの利害の実現に必ず しも尽力せず、私的情報を利用 して 自己利益を追求する

(たとえば自己利益を追求する官僚な ど)と いうモラルハザー ドの存在である。 この場合

も、社会的交換ではない行為が重要な意味を持つ。組織のミクロ分析 として社会的交換と

いう視点は重要だが、論理的に無理 を生 じさせないためには、社会的交換理論の適用範囲

は、組織現象のなかで もうまく適合する部分に限 られるべきではないか。

 三つ目は、ミクローマクロリンクについてである。第1章 では、コールマ ンの議論に依

りなが ら、負の外部性の解消の必要性か ら規範が生成 して くるというメカニズムがミクロ

ーマ クロリンクの例として取 り上げられている
。 コールマンの議論は、一一次の公共財問題

が、二次の公共財問題への変換 によって解消 され る可能性がある、とい うことで、ミクロ

な個人行為か ら社会規範というマクロ現象を導こうとするものである。一方、第3章 では、

組織分析における個人の満足と組織のパ フォーマ ンスの総合的分析の必要性という文脈で

ミクローマクロリンクが取 り上げ られている。だが、この場合、個人行為か らマクロ現象

を導 くという意味での ミクローマクロリンクとは、ややずれているよ うに思われ る。社会

的交換理論か ら組織構造や社会 システムへの理論的道筋をどのよ うに描 くか、 ということ

が重要な課題として残っているよ うに思われるのである。

 ともあれ、本書は、近年経済学で研究が進んでいる市場 と組織 ・企業 ・制度などのテー

マにっいて、社会学の立場か ら真 っ向か ら取 り組んだ作品であり、今後 この分野の研究に

お ける方向性を与えるものであることは間違いない。経済社会学に興味 を持つ人が多 く読

まれることを希望する。              (おだ てるや 慶磨義塾大学文学部)
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